
  

  1）被扶養者とすべき者の人数にかかわらず、被保険者の年間収入が多い方の被扶養者とされます。 

   年間収入とは、過去の収入、現時点の収入、将来の収入等から今後１年間の収入を見込んだもの 

とされ、以下も同じ取扱いとなります。 

  2）夫婦双方の年間収入の差額が年間収入の多い方の１割以内である場合は、届出により、主として 

生計を維持する者の被扶養者とされます。 

  3）夫婦の双方またはいずれか一方が共済組合の組合員であって、その者に被扶養者とすべき者に係る 

扶養手当またはこれに相当する手当（以下「扶養手当等」）の支給が認定されている場合には、その 

認定を受けている者の被扶養者として差し支えないことになります。扶養手当等の支給が認定され 

ていないことのみを理由に被扶養者と認定しないことはできないとされています。 

  4）被扶養者として認定しない保険者等は、その決定に係る通知を発出します。この決定に係る通知に 

は、認定しなかった理由、加入者の標準報酬月額、届出日及び決定日を記載する事が望ましいとさ 

れています。被保険者はこの通知を届出に添えて次に届出を行う被保険者等に提出する事になりま 

す。 

  5）4）により、他保険者等が発出した不認定に係る通知とともに届出を受けた保険者等は、その通知に 

基づいて届出を審査することとし、他保険者等の決定につき疑義がある場合には、届出を受理した 

日より 5日以内（書類不備の是正を求める期間及び土日祝日を除く）に、不認定に係る通知を発出 

した他保険者等と、いずれの者の被扶養者とすべきか年間収入の算出根拠を明らかにした上で協議 

し、この協議が整わない場合には、初めに届出を受理した保険者等に届出が提出された日の属する 

月の標準報酬月額が高い方の被扶養者とされます。標準報酬月額が同額の場合は、被保険者の届出 

により、主として生計を維持する者の被扶養者とされます。なお、標準報酬月額に遡及訂正があっ 

た結果、上記決定が覆る場合は、遡及が判明した時点から将来に向かって決定を改めることとなり 

ます。 

  6）夫婦の年間収入比較に係る添付書類は、保険者判断で差し支えないとされており、保険者より求め 

られた際に提出となりますが、保険者により異なる可能性もありますのでご注意ください 

  

  1）被用者保険の被保険者については年間収入を、国民健康保険の被保険者については直近の年間所得 

で見込んだ年間収入を比較し、いずれか多い方を主として生計を維持するものとします。 

  2）被扶養者として認定しない保険者等は、その決定に係る通知を発出します。この決定に係る通知に 

は、認定しなかった理由（年間収入の見込み額等）、届出日及び決定日を記載することが望ましいと 

されています。被保険者はこの通知を届出に添えて国民年金保険の保険者に提出することになりま 

す。 

  3）被保険者として認定されなかった事につき国民健康保険の保険者に疑義がある場合には、届出を受 

理した日より 5日以内（書類不備の是正を求める期間及び土日祝日を除く。）に、不認定に係る通知 

書を発出した被保険者の保険者等と協議し、この協議が整わない場合には、直近の課税（非課税）証 

明書の所得金額が多い方を主として生計を維持する者となります。 

  

  

  当該休業期間中は、特例的に被扶養者を異動しないこととなります。ただし、新たに誕生した子につい

ては、改めて上記１又は２の認定手続きを行うこととなります。 

 

 
 

  

 

 
 
 
 

 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

≪夫婦共同扶養の場合における被扶養者の認定について≫ 
年収がほぼ同じ夫婦の子について、保険者間でいずれの被扶養者とするか、具体的かつ明確な基準を

定めた通知が新たに示されました。              【令和３年８月１日からの適用】 

 １.夫婦とも被用者保険の被保険者の場合には、以下の取扱いとなります。 

 ２.夫婦の一方が国民健康保険の被保険者の場合には、以下の取扱いとなります。 

 ３.主として生計を維持する者が育児休業等を取得した場合 

◆夏 季 休 暇：誠に勝手ながら 8 月 13 日～16 日まで夏季休暇とさせていただきます。 

        ご不便をお掛け致しますが、宜しくお願い申し上げます。 

 
 今後、１年間の収入を見込む際には、例えば、認定時（前回の確認時）には想定していなかった事情に

より、一時的に収入が増加し、直近３ケ月の収入を年収に換算すると１３０万円以上となる場合であって

も、直ちに被扶養者認定を取り消すのではなく、過去の課税証明書、給与証明書、雇用契約書等と照らし

て、総合的に将来収入の見込みを判断することとなります。 

≪新型コロナワクチン接種などの手伝いによる一時的な収入増などが想定されます≫ 

  

  年間収入が多くなった被保険者の方の保険者等が認定することを確認してから削除します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

 
 
 
 
 

 
 
  

  

 

 

 

  

  

 

 

 

  

 

 
 
  

 

わたしのひとこと 

《筆者：佐藤》 

 ４.年間収入の逆転に伴い被扶養者認定を削除する場合 

燧ヶ岳 


